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平成２５年度の予算の概要

会 計 区 分

３月開会の赤平市議会第1回定例会において平成２５年度の各会計予算が可決されました。

新年度の予算は、「赤平市財政健全化計画（改定版）」等を踏襲しつつ、財政的に残る課題とされて

いた病院事業会計についても、平成２３年度決算において、不良債務を全額解消し危機的な財政状

況を回避したことにより、固定資産税の税率を引き下げるほか、国の緊急経済対策による雇用・経

済対策を軸とした施策の展開を図っていくとともに、「第５次赤平市総合計画」の推進に向けて、産業

振興・少子化対策・住環境整備の３つの重点プロジェクトを中心とした諸施策を予算化しました。

一 般 会 計 ８１億３６８０万円 ２億２６５８万円 ２．８８３億６３３８万円

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 １９億６１２５万円 ２０億８１０９万円 △１億１９８４万円 △５．８

後 期 高 齢者 医療特別会計 ２億４８６９万円 ２億４２１４万円 ６５５万円 ２．７

１７万円 ０万円 ０．０

下 水 道 事 業 特 別 会 計 ６億６２４８万円 ６億６５４９万円 △３０１万円 △０．５

土 地 造 成 事 業 特 別 会 計 １７万円

霊 園 特 別 会 計 ４３３万円 ５４２万円 △１０９万円 △２０．１

用 地 取 得 特 別 会 計 ４５３２万円 ４５３２万円 ０万円 ０．０

介護サービス事業特別会計 ２億　９６２万円 １億９３１５万円 １６４７万円 ８．５

介 護 保 険 特 別 会 計 １４億４２９０万円 １３億３８５９万円 １億　４３１万円 ７．８

水 道 事 業 （ 企 業 ） 会 計 ４億９４５２万円 ４億８２０１万円 １２５１万円 ２．６

病 院 事 業 （ 企 業 ） 会 計 ２６億４１２０万円 ２４億６７１４万円 １億７４０６万円 ７．１

合 計 １６０億７３８６万円 １５６億５７３２万円 ４億１６５４万円 ２．７

（合計に合わせるため万円未満で調整しています）



平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

市 税 ８億７２１５万円 １０．４ ８億６６６７万円 ０．６

地 方 譲 与 税 ６６６６万円 ０．８ ７０６１万円 △５．６

利 子 割 交 付 金 １７４万円 ０．０ １８６万円 △６．４

配 当 割 交 付 金 １０６万円 ０．０ ９８万円 ７．８

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 １９万円 ０．０ ２８万円 △３２．３

地 方 消 費 税 交 付 金 １億３２８１万円 １．６ １億３９５８万円 △４．８

自 動 車 取 得 税 交 付 金 １４５７万円 ０．２ １１１６万円 ３０．６

地 方 特 例 交 付 金 ２０２万円 ０．０ ８３万円 １４２．８

地 方 交 付 税 ４０億　７０９万円 ４７．９ ４１億７２０９万円 △４．０

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 １００万円 ０．０ １６０万円 △３７．５

分 担 金 及 び 負 担 金 ６４２７万円 ０．８ ６５７９万円 △２．３

使 用 料 及 び 手 数 料 ４億２９６２万円 ５．１ ４億４２４２万円 △２．９

国 庫 支 出 金 １２億６２６３万円 １５．１ １１億２４１６万円 １２．３

道 支 出 金 ４億　４７１万円 ４．８ ３億６１０８万円 １２．１

財 産 収 入 ２５８１万円 ０．３ ２０５９万円 ２５．４

寄 附 金 ０万円 ０．０ ０万円 ０．０

繰 入 金 ３億８０１１万円 ４．６ １億１８６３万円 ２２０．４

繰 越 金 ３０００万円 ０．４ 1万円 ２９９,９００．０

諸 収 入 ９７１６万円 １．２ ７３０７万円 ３３．０

市 債 ５億６９７８万円 ６．８ ６億６５３９万円 △１４．４

総 合 計 ８３億６３３８万円 １００．０ ８１億３６８０万円 ２．８

（歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

構 成 比 増 減 率区 分

一般会計予算の内訳（歳入）

市税収入は、固定資産税の税率を１．５％から１．４５％への引き下げや人口減少など
の影響があったものの、年少扶養控除の廃止による実績見込みや一部景気回復など
もあって、前年度比５４８万円（０．６％）増加し、地方交付税は、普通交付税の振替措置
である臨時財政対策債も含めると前年度比１億６５３１万円（△３．７％）の減少となって
います。また、繰入金は、財政調整基金の繰入などによって、前年度比２億６１４８万円
（220.4％）増加し、市債は、国の緊急経済対策に関連し、大型事業を平成２４年度補正
予算に振り替えたため前年度比９５６１万円（△１４．４％）の減少となっています。



※　用語解説

市 税
市民税や固定資産税・軽自動車税などの市民のみなさまに納めていただく税
金です。

地方消費税交付金 地方消費税（道税）のうち、市に交付される資金です。

地 方 交 付 税
地方公共団体の財政不均衡を是正し、必要な財源を保障するため、国から
地方公共団体に対して交付される資金です。国税のうち、所得税・法人税・酒
税などの一部が充てられます。

分担金及び負担金 老人ホームや保育所などに入所されている方に負担していただくものです。

使用料及び手数料
市の施設などを利用された方や、サービスの提供を受けられた方に納めてい
ただくものです。

国 庫 支 出 金
国が使途を特定して地方公共団体に交付する資金の総称です。国庫負担
金・国庫補助金・国庫委託金などがあります。

道 支 出 金 北海道が使途を特定して地方公共団体に交付する資金です。

繰 入 金 基金などから繰入れる資金です。

市 債
地方公共団体が歳入の不足を補うために金銭を借り入れることによって負う
債務のうち、償還期間が一会計年度を超えるものをいいます。

そ の 他 地方譲与税・各交付金・財産収入・諸収入などがあります。



平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

議 会 費 ５４８１万円 ０．７ ６２６４万円 △１２．５

総 務 費 ３億４８６８万円 ４．２ １億８９０２万円 ８４．５

民 生 費 ２１億１４７２万円 ２５．３ ２１億３０９４万円 △０．８

衛 生 費 ４億１２４９万円 ４．９ ４億２６９９万円 △３．４

労 働 費 ５０３万円 ０．１ ３３８万円 ４８．８

農 林 水 産 業 費 ９１６９万円 １．１ ７５６８万円 ２１．２

商 工 費 １億５０７８万円 １．８ １億２７７５万円 １８．０

土 木 費 ７億２３７０万円 ８．６ ７億２６３５万円 △０．４

消 防 費 ９０６８万円 １．１ １億２０７０万円 △２４．９

教 育 費 ４億　４９６万円 ４．８ ３億３７４０万円 ２０．０

公 債 費 ８億９２６９万円 １０．７ ８億８６３９万円 ０．７

諸 支 出 金 １７億　７９９万円 ２０．４ １７億７０５４万円 △３．５

職 員 給 与 費 １３億４５１６万円 １６．１ １２億５９０２万円 ６．８

予 備 費 ２０００万円 ０．２ ２０００万円 ０．０

歳 出 合 計 ８３億６３３８万円 １００．０ ８１億３６８０万円 ２．８

○目的別とは、歳出を行政分野ごとに分類したもの。 （歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

区 分 構 成 比 増 減 率

一般会計予算の内訳　（目的別歳出）

総務費は、戸籍データ作成費やズリ山展望広場整備工事などにより、前年度比で１億
５，９６６万円（８４．５％）増加し、教育費は、東公民館や総合体育館の施設整備工事な
どにより前年度比６，７５６万円（２０．０％）の増加となっています。また、諸支出金は、
国民健康保険特別会計に対する繰出金の減少などにより前年度比６，２５５万円（△
３．５％）の減少となっています。



※　用語解説

議 会 費 市議会の運営に充てられる費用です。

総 務 費 企画政策や庁舎管理、戸籍事務、選挙などにかかる費用です。

民 生 費
体の不自由な方や高齢者・子どもなど、福祉の充実のためにかかる費用で
す。

衛 生 費 市民の健康管理やゴミ処理などにかかる費用です。

労 働 費 労働行政にかかる費用です。

農 林 水 産 業 費 農林水産業の振興・発展などにかかる費用です。

商 工 費 商工業の振興や企業立地、観光施設の整備などにかかる費用です。

土 木 費
道路や橋、公園の整備や改修、公営住宅の建て替えなどにかかる費用で
す。

消 防 費 消防や救急活動にかかる費用です。

教 育 費
幼稚園や小中学校などの学校教育や、社会教育、スポーツ振興などの充実
にかかる費用です。

職 員 給 与 費 市職員にかかる給料などにかかる費用です。

公 債 費 市が借りているお金を返済するための費用です。

そ の 他 諸支出金、災害復旧費などがあります。



平 成 25 年 度 平 成 24 年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

人 件 費 １４億　９４９万円 １６．９ １３億２９４７万円 ６．０

物 件 費 ９億８７５０万円 １１．８ ８億３２４５万円 １８．６

補 助 費 等 １０億４７６３万円 １２．５ １０億８６４６万円 △３．６

扶 助 費 １７億５４５４万円 ２１．０ １６億９６０２万円 ３．５

普 通 建 設 事 業 費 ６億８８２９万円 ８．２ ６億　４３７万円 １３．９

維 持 補 修 費 ２億８７３６万円 ３．４ ３億３２１３万円 △１３．５

公 債 費 ８億９２６９万円 １０．７ ８億８６３９万円 ０．７

積 立 金 ２４１万円 ０．０ ３６０万円 △３３．３

投 資 及 び 出 資 金 １億７９６６万円 ２．２ １億８４８６万円 △２．８

貸 付 金 ３４７２万円 ０．４ ３４７０万円 ０．１

繰 出 金 １０億５９０９万円 １２．７ １１億２６３５万円 △６．０

予 備 費 ２０００万円 ０．２ ２０００万円 ０．０

歳 出 合 計 ８３億６３３８万円 １００．０ ８１億３６８０万円 ２．８

○性質別とは、歳出を経済的性質を基準に分類したもの。 （歳出合計に合わせるため万円未満で調整しています）

区 分 構 成 比 増 減 率

一般会計予算の内訳　（性質別歳出）

人件費は、職員給料を１１％から３％削減へ縮減したことにより、前年度比８００２万円
（６．０％）増加し、物件費は、戸籍データ作成費などにより、前年度比１億５５０５万円
（１８．６％）増加し、普通建設事業費は、公営住宅整備や道路新設改良、都市公園改
修事業など、前年度比８３９２万円（１３．９％）増加となっているが、国の緊急経済対策
を活用した平成２４年度からの繰越事業を加えた実質的な普通建設事業費は前年度比
４億２２８０万円（７０．０％）の増加となっています。また、繰出金は、おもに国民健康保
険特別会計に対して減額となったことにより前年度比６，７２６万円（△６．０％）の減少
となっています。



※　用語解説

人 件 費
職員給与、議員、特別職、各種委員会委員及び嘱託職員の報酬や社会保険
料などにかかる費用です。

物 件 費
旅費、消耗品や備品の購入、施設の清掃等の管理・運営委託料、土地やコン
ピュータ機器の使用などにかかる費用です。

補 助 費 等
他団体への運営費補助金や負担金、自動車保険などの保険料などにかかる
費用です。

扶 助 費 生活保護、高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉などにかかる費用です。

投 資 的 経 費
道路・橋・学校などの建設や、これらの施設用地取得など、資本形成にかか
る費用です。

維 持 補 修 費 道路や施設などの維持補修にかかる費用です。

積 立 金 基金への積立にかかる費用です。

繰 出 金
一般会計から国民健康保険や下水道事業などの特別会計へ繰り出すため
の費用です。


